
第 2 章

海外直接投資の日本型 とアメリカ型

小 島 清

1. 課 題

今日.海外直接投資ないし多国頼企業活動に関する研究において最 も欠けているものは.その

マクロ経済理論による分析である｡個々の企業が.その利潤極大化ないしマーケットシェア拡大

のため.地城的ホライゾンをグロー′,'ル表口ジスチックスを志向して拡延することは.ミクロ経

済的(企業的 )視点からは当然のことであれ 十分に正当化 しうる｡だが海外直接投資は投資国.

受入国双方の国民経済的目榛と刺青のコyフリクトを生み出している｡けだし各国民.その中核

をなす労働者は.実際上 も制度的にも.いまだ国際間を自由に移動(移民 )することが許されて

いない以上.経済発展は依然として国民経済的 (マクロ的)枠組の中で追求せざるをえないから

である.こうしたコソフ1)ク トを解消し.海外直接投資をして投資国.受入国双方の経済発展に

調和的VC役立たせるためにqj:.海外直接投資問題への新 しいマクロ経済的接近が痛切に必要 とさ

れているのである｡(1)

注(1) ジョンソンによる次の要約が問題の核心をついている｡｢海外直接投資の経済学

･を理解するに当っては.先ず.縫靖学者の側で.伝統的貿易理論 (国際貿易に関す

るいわゆる-クシャー-オ1)-ン-サミュエルソンのモデル)とは異なった方向づ

けをする必要がある｡それは生産諸要素の国際間不移動と技術知識の完全移動 を仮

定するのに.海外直接投資の中核は.資本.経営能力.技術知識がパッケージ(一

体 )として受入国に伝播苔れることであるからである｡そこで理論的に究明し怠け

ればならない主要問題は.資本か知鞄の一方かないしは両者が別 々にではなく.そ

れらがパ ッケージとして伝播されるのはいかなる理由によるのかということと.直

接投資を出す国と受入れる国とにとっての厚生上の意味あいを明らかにすることで

あるo第-の問題は.海外直接授資の対象となb易い産業とそ うでない産業は何で

あるか という重要な経験的問題にまで連なる｡これ らの問題に対 し経済理論は.二

つの接近法を捷供 している｡一つは産業組織論的アプローチであれ 他は伝統的国

際貿易論のアプローチであるoこの二つのアプローチは相互補完的に用いられね喝/
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本欄は先ず第 2節で.貿易志向的 (日本型 ).逆貿易意向的 (アメ1)カ塾 )という.二つの違

ったタイプの海外直接投資を明別 し.それぞれの性格 を織明す る｡ 第 3節 で は､貿易志向

型 洛外 直接 投 資 の ｢此戟 利潤率｣ は､潜在 的比 較優 位 の変化 方向 と一致す るこ

と..した がって高著蛸 尭的に働きうることをi車論的嘩 示最 巌 い細 いかえれば･投

(ll

資r91で比威劣位に陥った産業 (それは受入国で比較優位化しつつある産業である)から進出する

海外直接墳資は.双方国の産業構造の高度化を調和的に促進することになb.したがって両国間

の貿易拡大を加速化するのであるOと31に反しアメT)カ塾海外直接投資仇 比戟利潤率フォーキ

ュラと合致LをいOそれは主に7メリ･カ経塀の二重構造.つまb寡占的新製品産業 と.価格競争

的日産莱とへの二極分裂に基因している.このためこの種海外直接投資は逆貿易志向的に働 き.

投資国たるアメ1)カの匡l際収支困瓢 雇用の輸出.構造調整の阻止.そして保護貿易化 といった

霜循環に陥らせているのである｡このようを究明に立脚して第4節で.海外直接投資に関する正

しい在るべき政策を.貿易政策との関連において確立してみたいのである｡

2.海 外 直接 投 資 一貿 易志 向型 と逆 貿 易 志 向型 -

海外直接投資はその動機から見て.資源志向臥 労働志向型.市場志向型の三つに分類される
▼■●▲●●■

のが普通である｡とのうち第一の自然資源志向型投資は明らかに貿易志向的ないし貿易創造的に

働く｡けだしそれは.投資国で生産できないか国産するにしても著 しく割高につく比較劣位晶を

洛外から輸入したいという目的から行なわれるものであb､工業製品対一次産品という垂直的国

際分菜を創造 し拡大 させるからである｡貿易志向型であるという点では望ましいのだが.石油.

銅その他の資源産品にみられるように.巨大を多国籍企業が院掘から製品化.さらに版売まで節

合 し.匡l際的独占ないし寡占体制をきずいていること.そのため資源保有国には本来帰属すべき

ものよbも少ない利益しか残していないかもしれをいことが問題である｡

第二に.労働志向塾投資も貿易志向的ないし貿易再術成的に働くことは明らかである｡先進諸

国の賃金が資本用役の価格にくらべ年 騰々貴するにつれ.また通常より資本技術知織集約的であ

る新製品が次々に創出されるk:つれ.先進諸国にとっては伝統的労働集約産業を縮小しそれを労

-I-+ならない｡けだし前者はその性格上 ミクロ繍斉的であるのに.後者は｢股的マクロ

経済的均衡の諸条件を強調するからである.｣ HarryG.Johnson.''surveyof

the∫ssues,finPeterDrysdaleled.IDirectForeignlnvestmentin

AsiaandthePacific,AllStralianNationalUniversityPress'Canberra,
1972,p.2.
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働コス トの安い低賃金国へ移植 ･委譲していくことが.有利かつ合理的であるo Lたがって比較

虚位パターンのダイナミックな変化に照応する労働志向型海外直接投資は.労働稀少国と労働豊

富国の間の国際分業を再抗成し相互の貿易を拡大するのに調和的に貢献するのであるO

だが注意しておくべきは. この種の海外直接投資は.既によく榛準化された伝統的労働集約財

れ 低廉労働を集約的に利用する新製品かの生産を.先進国から低賃金国へ移植 ･委譲すやのに

役立つとV}うこと.ならびに労働志向型投餐払 輸入代替工菓化ではなく輸出ベー ズを建設し.

投資国と第三卑市場へ輸出することを本来のねらいとしているととである｡

第三に.市場志向塾投資は二つに細別すべきであろうoその一つは被投資EE]で貿易障壁が存在

し高められることに誘因される海外直接投資 - 貿易障壁克服塑 trade⊥ba汀ier-in血ced投資

- である｡ これも大部分貿易志向的とみなしうるが､上述二つの貿易志向型投資とはやや適っ

た形態をとる｡たとえば最終完成品に高関税が輸入国で課されると､完成品の輸出に代って､投

資国からその完或晶の現地生産に必要な部品､コンポーネント､中間財､機械設備､技術知識と

いったものが輸出されることになるO投資国の主なねらいは依然として輸出拡大におかれている｡

この種の海外直接投資は受入国の輸入代替=業の振興には役立つが､国際市場で嘩争力をもつよ

うVCすることを必ずしも巳的としていないOむしろ完成品に保護が与えられておb､その分だけ

海外直接投資 も余分の利潤 をかせぎうるので､若干の資源の浪費に陥るのである｡だが輸入代替

産業が成功裡に成長 して輸出もできるようになると､この種の海外直接投資はさきの労働志向型

投資に転ずるわけである｡ したがって労働志向型と貿易障壁克服塾投資の間には本質的が 日蓮は

存在しないとみるべきである.前者は他界市場をめざすのに､後者は庇護国内市場に局限されて

いるという点が逢 うだけである.

第四に､寡占的海外直接投資とでも名づ くべきもう一つの市場志向型の ものがある｡す ぐ後で

詳静するように､これは新製品産業についてのアメリカの海外直接投資に典型的に見出されるも

ので､逆貿易志向的に働 くのである｡

最後に､巨大多国籍企業の垂直的 .水平的企業内分巣にもとづく生産 ･販売の国際化という第

五のタイプの海外底凄投資を追加しておくべきであろう. これが逆貿易志向的に働 くかどうかは

そういう活動の中軸が寡占的投資であるかどうかにかかわっているのであるO

日本は政府絹発援助の増加に努力を払わねばならないことは当然であるが､対外投資が開発途

上国の開発のためよb重大な役割を果たす と期待されている｡1969年末までに､LF7本の全海

外改発累横残高 (先進国向けも含め)は26億 9,000万 ドルに適 した く衰 2-1).これが

1975年には115億 ドル､ 1980年には270億 ドル(ドイツと同棲GNPの2.5%程度)
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把遠すると見込まれている｡(2)年間の投資額でいうと75年には20億 ドル､ 80年には35億

ドルと見込まれているわけである｡後者の35億 ドルのうち19億 ドルがアジアに向けられ､そ

れはアジアへ流入する年間全投資の20%を占めるといわれる｡ 1980年までに日本の対アジ

ア投資残高は70億 ドルに達しよう｡こうV,った日本の対アジア投資披､かれらの経済発展に不

可欠をものであるが､それにもかかわらずその急速 な増加が､日本のドミネーションという反発

を招きかねないのであるO

海外産撲殺資､つまb資本､経営能力､技術知識など､経営資源のパッケージ移転が､受入国

の近代化と発展の能率のよV>適い手となることはhうまでもをい｡大将K:増加する日本の開発途

上Ll向け海外投資は､それらが歓迎される限D､一方で､開発途上国の天然資源､農産物､加=

農産物の開発に大きく寄与するであろうし､ 表 2-1 日本の産業別対外直接投資残高

他方で､開発途上国に適した工業､とくに

労観象約的製造工業を日本から開発途上国

へ移稚し発展させるの把重大な役割を果た

す ことに在る｡

日本は｢開発輸入方式｣によって必要不

可欠な一次産品の輸入確保に努力してきたO

当然のことながらそれは､石油､天然ガス､

鉄鉱石､石炭､銅､ボーキサイ ト友ど地下

資源の開発に集中していたO木材開発 も高

い優先度が与えられているOだがこれら天

漠資残高(首万トツレ) 構成比

朗＼ 1969 1980 1969

1980資 源 志 向 型 1,09213,881

40.7 50.8労働 .市場志向型 620 7,

148 23.1 26.2金 融 サー ビス 96

9 6,280 36.2 23.0計 2,68327,309 100.O 100

.0注)資源志向型-農林水産業､鉱業､木材､パル

プo労働 ･市場志向型-食品､繊維､化学､鉄 ･

非鉄､機械､電機､輸送機､建

設業｡金融サービス-商業､金融､

保険｡資料 :日本経塀研究センター｢世界の中の日

本経*-1980*J1972,

p.510然資源開発への援助は､豊富夜天然資源保有国だけに便益が帰着するし､雇用効

果とか技術訓練効果といったものは､それらが素材のまま輸出享れる限D､限られていたOだから

開発輸入援助が農産物の輸入UCまで拡張されるならばよb多 くの開発途上国に便益が広 く行きわ

たることになるO日本の開発援助によってタイからメイズが輸出されるようになったことは成

功例の一つであるoこの方式をもっと広 く活用するために1970年 2月からアジア貿易開発協会が活動している.さらに地下資源の新鉱脈開発のため

に外貨を貸付けるとVlった方式が計画されつつあるO注(2) 日本経塀研究センタ-『世界の中の日本経済-198

0年』要約篇 1972,46-51ベ-ジ0



製造工業への日本の対開発途上国投資は､適切な業種から順次行 なわれるならば､双方の産業

構造高度化に調和的に貢献 しうる.最 も重要を点は､いかなる工菜から順次移植 ･委譲してい く

べきかということである｡それは日本が比戟優位を失いつつある産米､したがって開発途上国が

比戟優位を強めつつあるか近い将来強めうると期待される産業から着手されるべきである｡それ

らは一握Dの富裕階級だけを満足させる高級品､著修晶の生産ではをく､日本や第三国に輸出で

きるようになるものを優先させるべきであるO

事実これまでのところ日本の海外直接投資は｢貿易志向的 ｣であった｡ 日本の比戟優位バター

ンの変動qC雁応してそれを補完するように海外投資は進出していったのであるO海外投資の最大

をものは自然資源開発であったが､ これは日本の比戟劣位を補 うためであった｡(3)製造工業への

海外投資でさえも､繊維､衣服､鉄鋼の加工 といったEj本が比叡優位 を弱めつつある伝統的産業

か､それとも自動車のアセソブ1)-､ラジオその他電気機器の部品生産といった もので､(4)東南

アジアの低廉労働が活用でき､日東からは最終製品の代Dに機械設備や技術ノウ-ク､中間財の

輸出を増加 しうるものであっho(5)この意味において日本の海外直接投資は比軟優位構造補･完的

であD､ きわめて貿易志向的であったのである.

港(3) 日本貿易振興会 『わが国海外投資の現状 1973』 によると1951年以来 71年度

末 (72年 3月 )までの海外投資許可累計額 (日銀 )は44.81億 ドルに達するが

そのうち資源開発は32.696(鉱業だけでは30,2% )14.63億 ドル､製造業は

28.0タ古､ 12.53億 ドル､残 如法商業､金融 ･保険､支店と怠っている｡をお大

蔵省の速報資料によれば72年度には23.38億 ドル も激増 (51.3%増 )したO

これには①アラビア石油鯛がこれまでの海外直接事業から切 b替えた支店設鑑許可

取得分 2.18億 ドル､②海外石油開発鯛 によるADMA (アブダビ海洋鉱区会社 )

の株式取得分の7.8億 ドルとV)う大口の案件が含まれている. しかしこの石油関係

を除 くと､他は製造共､商共､金敵業投資が増加した｡

資料 として､通産省企業局約 『日本企業の匡l際的展開』大蔵省印刷局､ 19730

通産省産業政策局編 『昭和 48年版､わが国企業の海外事業活動』大蔵省印刷局､

1973､ などがあるoまた優れた分析 として､次のものがある｡ Japanese

PrivatelnvestmentsAbroad:TheSummaryofThirdQuestionnaire

Survey,TheExport-ImportBarkofJapan,October1972.

xoichiHamada, "JapaneselnvestmentAbroadlllpeterDrysdaleled.J
DirectForeignlnvestmentinAsiaandthePacific,Australian

National UniversityPress.1972.

(4) 前掲 1972年 3月末現在の累計投資額でみて 12.53億 ドルQC達する塊造菓投

資のうち､木材､バルブが2･62倦 ドルと最 も多いが､これはむしろ資療志向型で

あるO繊維は2･54億 ドルと木材､パルプに次いでいるが､投資件数では304乍レオ
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日本の製造工業投資の大部分が中小企業によって､アメ7)カの投資にくらべるとよb小さな規

模で夜されていることも注目されてよho(6)もともと開発途上国の市場比狭小であるから小規模

殻資から着手すべきである｡中小企業であるか ら技術､経営 も開発途上国の発展段階､要素賦有

にとって堪え難い程卓越をh L隔絶しているわけでは夜ho開発途上国側で容易K:みをらい習得

しうるものであD､現地綬帝にとけ込み一体化しうるoそれだけ技術伝播や雇用拡大という波及

効果も大きho中小規模であるから､巨大､卓越 した先端成長産業､飛び地 enclaveの設立をめ

ざすわけではなく､資源開発を別七すれば､現地の豊富､割安な労働の活用をめざす労働志向型

遊出となカ､輸出向け生産を志向することに在る.また現地の諸便益を活用するため100パ-

セント支配の子会社をつくるというよDは合弁企業が好まれたのである｡

たとえば日本で比戟優位 を失いつつある繊維産業が開発途上国に直接投資連 出したとしよう.

日本側での梼造調整を促進し開発途上国製品へ広 く門戸を開放するふんぎbとをるO他の先進諸

国も同様を決断をすれば開発途上国製品への市場はきわめで大きをものになる｡日本の繊維産業

は長い経験 とすぐれた経営能力､技術をもってかb､ しかもそれらは欧栄のものよDも開発途上

国に適するものである.これらと開発途上国の盤富低廉な労働 とが組合わされれば､そこでの令

弁企薬は必ずや国際競争力をかちとb成功するはずであるO

最 も重要をポイントは､日本の比較優位碑進の高庇化に対応しつつ､比較優位を弱めつつある

産業､ したがって開発途上国が比顔優位になbうる産業から順次移植 ･委譲していくべきである

ということである｡つまb日本がこれまでやってきたように､ ｢貿易志向的｣を海外直療投資で

あるべきであ9､それをやれば投資国･受入国双方の比叡俊位構造 を補完､強化 し､南北貿易を

再編成するのに強力に役立つということである.東南アジアに卦いては工業化の意欲は十分に燃

-ナと製造薬中最 も多 く､主 としてアジアに集中しているOその他としては､鉄､非鉄

(115件､ 1.88億 ドル )､輸送機械 (147件､ 1.16億 ドル)､電気機械 (

239件､0.98億 ドル)へ集中している｡

(5) 輸銀の第二回アンケー ト調査によると､日本の海外製造工業投資による現地の会

社は90%まで日本の技術を使い､86%が日本 の機械設備を輸入し､原料中間財

のうち58%まで日本からの輸入に仰いでVhる｡『輸銀情報』9巻2号､1969.

3｡
(6) 1969年末までの日本の海外投資のうちアラビア石油､アラスカ･パルプ､ウ

ジミナス (ブラジル)製鉄､北スマト=/石油という大型投資を差引いて計算すると､

1件当b投資額はきわめて小書く､鉱業では170-180万 ドル､製造業では

50､60万 ドル､｢商業等｣では32万 ドルぐらいであるO
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えあがって卦D､各地に適 した工業の移植を待望してV>る｡台湾や韓国の自由加工地域の成長と

か､香港､ シンガポールといった自由港の発展のすぼらしさは､われわれを大いに力づけてくれ

る｡

比較優位棉進の変動と調和的補完的である海外直接投資は､ 日本の伝統的労働集約産業の縮小

という構造調登を促進することにも役立つO投資した現地企業の活動 を成功させることはもとよ

か親企業の重大関心であるが､それ披日本をらびに他の先進諸国の市場を大きく開放することに

よって爽硯できるOそのためには対開発途上国一般特恵の利点を手兵斉り用するはずであろう｡親

企英のマーケティング機能は開発途上国避晶の先進国市場-の参入にとって不可欠であるO中小

企業が中核 と怠って行なわれてきたE1本の海外授資は中小企業 にとって今後もっとも希望のもて

る滴路であれ 困難な中小企業構造調整の突破口にも在ろうO

日本にくらべてアメ1)カの戦後の製造工業直接投資は､自国の比叡優位構造 を無視 した進出を

行なってきた｡本来アメ1)カの比戟優虻の トップに位すべき電機工業､機械工業､化学､輸送機

械などといった､先端成長産業か ら先を争って海外投資をした｡その結果､国際収支困難､失業､

保養主索敵化という悪循環をまねいている｡

典塾的夜アメ1)カ塾海外直接投資の諸性格は プ アーノンと-イマ一によって十分に画き出され

てVlるo グ7-ノンS(7)の関心払 プロダクト サイクル論の延長として､次々に生み眠 れる

一つ一つの新製品の技術格差消液化段階において独占利潤確保のために海外密接投資に進担する

ことを明らかにする点にある.すなわち新製品はアメリカのような最富裕大国において､.多大の

研究開発 (R&D)費用をかけて､高所得水準の人々の需賓にあうように副b出され､労働節約

的大量生産方法に移 されるO海外の高所得匡】の需要に対 してアメリカ企業は先ず輸出を開始するO

これが技術格差貿易 technologica1-gaptradeであるO受入国では輸入が相当な規模に達すれば

新技術知識を模倣し吸収して､自己生産つまb輸入代替を開始できるOまたそのために輸入障壁

を高めるといった幼稚産業保護育成政乗が採 られる.この段塔でアメリカの企業は蔵書投資に踏

み切るか､他の競争企菜が直接投資進出をするので､それに追随する0

グT-ノンにしたがうと､第-に､この種の(7メ1)カ塑 )直接投資は高産に技術革新的で強

度に寡占的 (highlyinnovativeandStronglyoligopolistic)な産業であって､よく標準化さ

(7) たとえば R野mOndVemcn.rJInternational Investmentand lnternati｡-

mi TradeintheProductCycle, けQuarterly JoumalofEconomics,
May1966:G.E.Hufbauer.SyTltheticMaterialsandtheTheoryof

∫nternationalTrade,Duckworth?London1966.
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れた製品を価格競争ベースで生産するような産業ではをい｡ したがって多国東企業の大部分は､

研究開発と宣伝に資金の大きな部分をさく企業で射 ､それ故にまた巨大企業が圧朋 勺に多いO(8)

第二に､アメ7)カの=薬品貿易ポジションは､技術革新創出上の比叡優位 (comparative

advantageinthegenerationofimovation)に大きく基礎をおくものであって､アメリカは

資本が豊富で割安であるからだといった通常いわれるよう夜 (へクシャーにオリーン的要素既存

比審理諭のいうようを)理由によるのではない.他の先進国の輸出は価格競争力によb多 く依存

しているが､アメリカの輸出は製品差別化productdifferentiationに決定的に依存してL̂るo(9)

ここで一つのコメン トを提出しておきたい.海外直接投資に関するプロダクト･サイクル論 と

か姦策組織論的アプローチは､本質的にキクロ(企業論 )的考察であって一商品に関する部分均

衡分析にすぎないOだか らこのアプローチによると､海外での低労働コス トが企業にとって有利

だとすると､どの産業かを問わずすべての産業が低賃金図-投資したほうがよいとい うことに夜

るOだがこれは間通いであって､へクツIY一己オ1)-ン理論に立脚する比戟優位論によれば､ア

メ1)カにとっては資本 ･知敢非集約的 (よb労働集約的)恵美だけが有利に梅列投資できるはず

であるoだから羊b資本 ･知識集約的な産業から先を索ってアメリカの海夕峨 資が行表われる把

ついては､別の理由がなければなら夜V,0

グ7-ノンと同様な見解は-イヤーによっても展開されている｡多国索企業は限られた数の大

企業かつ寡占的産業 (馨工業で丑く重工業､大企業､高資本集約性､高度な技術､製品差別化と

いった特別の性格をもった産業 )と密接な関連をもっていることを指摘 した後､なぜ海外直接投

資にかb立てられるかについて三つの要因を-イマ一枚明らかにしている｡その第-は､その産

業にとIDて､進んだ技術､規模の経済､製品差別化75:ど､夜ん らかの参入障壁､独占的要因が存

在することであるO第二に､単一の生産センターから輸出するよbも現地生産が有利であること

- これは関税の存在､市場の規模､現地での朝争､他の寡占企業が先に進出するかもしれをい

といった競争のおそれ､などが原因であるO第三に､外国のもつ市場と生産における諸優位を､

技術提携ではなく直接投資によって活用する方が､利益が大 きい｡技術上のリ- ドは直接投資の

十分な説明にはをらない.むしろ市場が不完全であるので現地に進出しなければ準地代 quasi-

ren上(実は独占利潤 )の全部を入手でき帥 ことにもとづく｡80)

蛍8) RaymondVernon.''TheEconomicConsequenceofU.S.Foreign

Directlnvestment,"UnitedStateBInternationalEconomicPolicyin

World,PaepsI,Washington,D.C..July1971,p.930,

(9) Ibid.,p.936̀
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こうして-イマ～は次のとときショッキングを見通 しに達する｡｢国際企薬セクターは年 8%､

それ以外は､4%で生産を増加すると仮定すると､アメリカだけで夜く西欧 ･日本などを含めた

世界の国際企業の海外投資に基づく生産額は､現在すでに世界総生産の四分の-を占めるが､ こ

れが2005年には50%､2040年には夷に8096に達するであ占う｡尽力｣

これらの権威ある考察から判断するVC､アメ7)カ経帝は次のような二重構造に分裂されている｡

ナ表わち(A)寡占的先端成長産業 (化学=業､機械工業､科学器具工業 をグ7-ノyはあげてい

る)と､ (B)非寡占的 (価格競争的 )旧産業 (繊維､鉄鋼などと農業)､これであるOそして寡

占的先端成長産業グルーブの中でのみプロダク ト･サイクルが次々に生誕 し､それぞれの技術格

差貿易の終末段階で海外直接投資に進出するというのである.このようなアメT)カの此戟優位の

トップに位する新産業から先を争って進出する海外直接投資は｢逆貿易塾 ｣であD､比較優位減

殺的に働く｡先帝成長産業は国民経帝的利益に息英であるならば､その完成品輸出の増大に専念

すべきであるのに､海外子会社を設立 し､自らの比較優位を菊めてやがて相手国から当詠製品を

逆輸入することになる｡直接投資による海外輸出市場の喪失とそれに続 く逆輸入とは､国際収支

困難を導かざるをえづ＼ たしかにアメ1)カ労働者の｢雇用機会の輸出｣に他ならないO

次のような反論09が出されていることは事実であるOつまb寡占的先端成長産業グルーブだけ

の活動 を見ると､中間財や機械設備の輸出増があるとか､過去の投資からの収益の還流などがあ

るので､国際収支にも雇用増にもネットの貢献をしているというのである｡たしかqCこのクルー

プだけについてみればそれは正 しLJl.だが先端成長産業グルーブが､海外直接投資をつつしみ､

輸出努力に専念 し､もっと巨額の受取超過を稼ぎ､他のセクターの支払超過をカバーするのでを

けれ帆 アメ1)カ全体の国際収支が均衡 しえないことは明白である｡

アメT)カの海夕憐 進工業投資が､日本がこれまでやってきたように､先端産業志向的ではなく

｢貿易志向的｣であったをらば､開発途上国によって歓迎され､南北貿易再編成に大いに貢献 し

注(lC? StephenHymer.-■UnitedStateslnvestmentAbroad,I-peterDrysdale

ed.,DirectForeign lnve8tmentinAsiaandthePacific,ANtJ,1972.

p.41.

的 Ibid.,p.29.

的 次を参照､EmergencyCommitteeforAm ericanTrade.TheRoleofthe

MultinationalCorporationintheUnitedStatesandWorldEconomies,
Februaly1972. 7メ1)カ商務省報告『アメリカ多国籍企業による対外投資の政

策的側面』日本縫済調査協議会資料 72-4､1972. 90
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たはずである｡的 実際にはその逆に働いてきた｡ もっと悪いことに､技術革新と海外直壊殻資の

波は先端成長産業グループに限られておbしかもそれが寡占体制であるので､価格嚢争的旧産業

グループからの移動 ･参入は著しく阻害されてV,る｡このため両産業グループの間には大きな利

潤塞格差が生じているにもかかわらず､両産業グループを通ずる樵造調塵は困難であb不可能に

近ho増加する労働力は伝統的産業に吸収されるよbしょうがないが､それは比戟優位を失いつ

つあるか既に失った産業である｡ このため保轟主義の蛾烈化を必然化せざるをえないO結局､7

メ7)カ経済性､逆貿易志向的海外直接投資を拡大してきたが故VC､国際収支困難､保鼓主義の織

烈化という悪循環VC賄っているといわざるをえなV,のである0

5.比較 利 潤率 モデ ル

二国間､あるいは一週対爾余の世界の間の比軟優位帝達は､-クシャー-オIJ-ン命題や1)ブ

チンスキー命産の示すように､主として既存諸要素の成長峯が卑互いに異なることに基づいて変

化するoその際海外直接投資は､殻資国の比戟劣位産業から資本､技術､経営知識のパッケージ

を受入国にトラyス7 71し､その産業を受入国の比軟健位産業にまで高めうるならば､貿易志

向的､よb正確には貿易再編成志向的だといえる.けだ しそれによって両国の産業構造がともに

高度化され､両国間の国際分業と貿易の再硫成が促進されるか らである｡重要をポイyトは､海

外直接投資は比救優位バクーyの変化に即応し､それを補完するように向けられるべきであると

V}うことだ｡これに反して､投資国の比戟優位産業から海外直接投資が進出すると､双方の産業

構造高度化を阻止するだけでなく､国際貿易の再偶成をも不可能にしてしまう｡これが避貿易志

向的をhL貿易再編成阻止的を海外直療投資である｡

これら二種の対照的な海外直凄投資の相違点を理論的にいっそう明瞭ならしめるために､まず

貿易志向的夜hL日本型海外直接投資vcついて｢比戟利潤率｣モデルを組みたててみよう｡ただ

注的 アメTJカの労働組合の調査員は次のように述べている｡｢アメリカ籍多国籍企業

活動は､受入国とアメリカの双方に悪影響をもつかもしれない｡開発途上国のバラ

ンスのとれた経済的社会的発展は､たとえばエレクトロニックの子会社工場の設立

によって必ずしも促進されるとはいえをV>.それは高生産性と低賃金､それ と輸出

用の生産をもたらすかもしれないが､途上国はむしろ基距的教育､保健､住宅施設

や国内投資と消費の市場のバラyスのとれた成長を緊急に必要 としている｡ ｣

NatGoldfinger."A LaborViewofForeign王nveStmentandTrade

IsBue8,川unitedStateslnternatiomlEconomicPolicyinanIAterdep-
endentWorld'PapersI,Washi曙tOn,D.C.,July1971.
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し比戟利潤審モデルは､日本型直接投資､つまb新製品の技術格差貿易の段階､したがってアメ

71カ塑直接授資の発生する段階ではをく､製品がよく梼準化され生産技術が普遍化し､伝統的比

戟優位理論 (7)カー ド的ないし-クシヤー-オI)-y的)によって比戟優位が決定され､価格競

争VCよって貿易均衡がきまるという､低賃金貿易の段階においてのみ画きうることを注意しなけ

ればならない｡

海外直接投資の決定因を理解するために､次の生産関数を念頭におく｡

里-∫(主pKT･三,些)
たれ 世は産出量､圭は労臥 峯は資本､王娃技術水準､Mは経営繊 能力をあらわす○(14) 日

本のような先進国Aと開発途上国Dとでは､資本 ･労働既存比率が日本のほ うが高い. (戟/L4

>鬼 /主D)という相違が存在するが､さらに先進国にくらべ開発途上国では経営能力が著 しく

劣.D､採用 している技術水準も格段と低 く､よb労働集約的生産方法を採用 しているものとする｡

この結果､Ⅹ産業 (伝統的労働集約財､たとえば級継 )とY産業 (資本知識集約的新製品J.たと

えばコyピ&-クー)の両国間の潜在的比戟生産費は表2-2(1)のごとくであったとする｡ただ

し生産費は為替相場で換算 した両国に 表2-2 貿 易志 向型直接投 資

共通な貨幣ユニット(たとえば7メリ (1) 直接投資なき場合の比戟生産費

ヵ･ドル)で示されている｡(15)ここ A国 D国
Ⅹ 産 業 $100 $150

でA国はY産業に比戟優位をもちD国･.
Y 産 業 $100 $300

はⅩ産業に潜在的比較優位 をもつOす (2) 直接投資が両産集になされた場合の比戟生産費

なわち三塁旦
PyA/

PXD

Py工〉- 認 諾/崇

くニ2> 1

(ただし£昧生産費なVaL価賂 )

と仮定されているO これは先の両国の

要素賦存比率差と､Ⅹ財はY財にくら

べどの国でもよb労働集約的である､

すなわち 数A/血A<&A/iyA,

墨田/ixD<蚤 DLLyD とい う仮定に

A国 D園

Ⅹ 産 業 $100 $ 90

Y 産 業 $100 $180

(3) A国vcとっての比較利潤率

国内投資 海外直接投資

Ⅹ 産 業 xd lO% xf 12%

Y 産 業 yd lO% yf 5%
(4)Ⅹ産業だけに直接投資がなされた場合の比戟生産費

A国 D国

Ⅹ 産 業 $100 8 90

Y 産 業 $100 $300

立脚して､へクシャー-オリーy命題か ら導かれる結果である｡

荏 (14) 次を参照｡BoSoder8ten,工nternatimalEconomics,Macmillan,
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このような状況は図2.-1に よ

ってよb明瞭に説明できようO こ

の図は横軸に労働量､縦軸に資本

量をはかった各財の単位等量曲線

unitisoquantを画いている｡先

進国Aの技術水準の下でのⅩ財の

単位等量曲線はⅩⅩ曲線､Y財の

それはYY曲線であるとする｡A

国の労働 ･資本価格比客がMN線

の傾斜であると､Ⅹ財は4息 Y

財は旦点でそれぞれ生産され､Ⅹ

財はY財よb労働集約点となD､

かつ雨財の価格は等しく1対 1で

ある｡またA国の資本 ･労働賦存

比率がPA線の傾斜で示されるも

のとすれば､この国は両財をほほ

均等紺 合で生産していたことに 慧

なるo

開発途上国Dにおける在来の生 N

塵技術水準による単位等量曲線は､

点線のX'x′曲線 とY'Y'曲線であ

ったとする｡D国の労鰍 ･資本価

格比峯を各等量曲線への接線α (

すべて平行 )の傾斜であるとする

と､生産点はa/点とbr点であD､

Ⅹ財の方が労働集約的であD､両

財の相対価格はⅩ財の方が割安で

表2-3 逆貿 易志 向型直 接 投 資

(1) 直接投資をき場合の比戟生産錬

P匡I D匡l

X 産 業 $100 $150

Y産 業 $100 $300

(2) 直接投資が両建巣になされた場合の比較生産党

P国 D国

Ⅹ 産 業 $100 $90

Y 産 菜 $100 $180

(3) P国にと;っての比戟利潤塞

国内投資 海外直接投資

Ⅹ 産 業 xd･ 596 xf 12%

Y @ # yd lO% yf 15%
(4) Y産業だけに直接投資がなされた場合の比軟生産費

P匡I D国

Ⅹ 亜 美 $100 $150

Y 産 業 $100 $180

図 2-1

M 労働往く15)_X､三二財のほかに､農産物 ･鉱物のどとき_D国が

割安に生産できる第三財が存在し､B国紘それを輸出し､立国は_X､ヱ二つの工業品を輸出していたと､暗黙

に仮定しているO



であったoD匡1の資本 .労働賦存比客はPD線の傾向で示されるようにA国に くらべはるかに労

働豊富､資本稀少であったので､大部分労働集約的なⅩ財の生産に用Lへ 資本集約的をY財の生

産はごくわずかであったO以上が表 2-2(1)のどとき此軟生産費が生まれた背景であるO

さて資本､技術､経営能力が一体となって移動する直接没資がA国か らD国-進出するという

ことは､いままでD国に存在した低い経営能力LWがA国の優れた経営能力にとって代 られるとい

うことであD､ この経営能力_Mの トランスファーは同時にA国の優れた技術水準王をも伴ってい

く｡すなわち直接投資によってこれまで両国で異夜った生産関数を採用 してV,たのが､同一の生

産関数を採用できるようになるのである.ただし資本量も若干移動するのであるが両EElの既存資

本総量にくらべればいずれにとってもマージナルであるので､各国の資凍 ･労働既存比峯吐殆ん

ど変化し覆い ものと仮定 しておく｡また移動する経営能力壁は､一般的 (非独占的 )生産要素､

つまbX､Yどの産業で も等 しV,能峯を発揮でき､産業間､企莫間を自由に移動できる一種の一

般的生産要素である.それゆえにまた､資本､技術､経営能力のパッケージ移動たる直接投資に

固執することなく､それらのアyバツ'ケージ(分割的 )移動も可能である｡したがってアメリカ

塾直接投資が前提するととき資本､技術､経営のパッケージから生まれる､その企業だけに特有

な独占的要因ではないのである｡

このように自由に移轟柑 る̀一般的生産要素 としての経営能力NMとそれに付随する技術水準_Tの

トランス 7 71を仮定すると､それらはA､D両国で共通な比軟慶位決定因として働 くので､比

軟生産費構造は両国の資本 ･労働賦存比審美と､Ⅹ､Y二産業の要素集約度格差とによって､へ

クシャー-:オ7)-ン命題の諒に沿って決定されることになるO図2-1についていえば､A国と

同様D国もまたXXとYY在る単位等量曲線を周いることができるようになる｡ しかしD国は資

本が少なく割高をため､均衡生産点はq_点とむ点とになる. この結果､Dl覇では両財の生産費は

ともに以前よDも安くなるが､Y財の方がⅩ財 よb割高になるとい う関係は変わら覆い｡このよ

うな結果を示したものが表2-2(2)の比戟生産費である｡そこで妓直接投資によbD国のⅩ､Y

産業がともに40%だけコス ト･ダウyできることを仮定しているが､おそ らくⅩ産業のコス ト

･ダウンの方がよb大きいと期待できるであろうし､少なくともY財の方が割安になるといった

比戟優位構造の逆転は生じないと仮定 してよい. もとよbこのような状況に到達するまで把はD

国での労働者や中堅以下の経営者の学習過程や最適規模に到達する規模経済の実現とかいった多

くの適応 と時間とを必要 としょうが､こ こではそれ鯛 わ帥 516)表 2-3のようを状態に到達

注(16)赤松賓博士の雁行形態論がこれを追求している｡それについて､小島清監修 『

日本貿易の鱒造 と発展』至誠堂､ 1972をる集大成が刊行された｡
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すれば､D国はⅩ財をA国よDも割安に生産できるので､A国ならびに世界市場に輸出しうるよ

うに怠るのであるO

そこでA国にとっての匡l内投資と海外直童投資の利潤塞･=比軟利潤峯はどのように怠ると期待

できるか｡それを表 2,-2(3)のように想定した｡自由競争状態にあるから国内投資の利潤率はⅩ産

業でもY産業で も同一で､ヱ4 -10%､ld･-10% としたoD国Ⅹ産業への直接投資の利潤

審 Xf 私 Ⅹ産業への国内鹿資よbも高く､たとえば12%だと期待できよう｡けだしD国Ⅹ産

業は投資A国におけるよbも低廉コス トで生産でき､国際市場で競争力を得るようQC走るから､

よb大き夜利潤マー ジンをもたらすはずである.これにくらベD国Y産業は､たとえ海外から直

接波資がなされたとしても､依然I)匡lの比救貧位産菜にとどま別笥際市場では麗争できないOし

たがってD匡】でY産業-の採断 置が与え ら,れなければもとよbY産栄への直接投資は引合わず

マイナスの葬雌g毎にをろうし､たとえ保鼓捨置が与えられて存続しうるとしても､その利潤率は

Ⅹ産業 よb低いであろうOそこで ypを5%と仮定したO このようにして､.自由競争的な日本型

直接投資においては､比軟段位構造は大政b,J､なb比故利潤轟構造に反映されるのであるO

明らかにA匡】VCとっては､Y産業へのESil内投資とⅩ産業への海外投資をふやす ことが有利であ

るOそればa)各産業 ごとに内外投資の利潤塞格差をしらべれば明らかである.産がb)比戟利潤塞､

っま巧 /莞 -普 /拒 4, 1
という形におきかえ､両産巣の国内利潤蜜の比峯

にくらペ､海外利潤蜜はⅩ産業の方が相対的に高V,ととを見出して判断 してもよhoまたこの方

がよbjfLh方法であるO(17)

貿易志向型海外直接投資に関するわれわれの議論の核心はこうであも｡自由競争下で顕在化す

注 (17) ｢比較生産費｣の検討の場合と同様に｢比轟の比｣でみることは依然 として必

要であるOけだしこの方式によれば､国内授資をするかそれ とも梅外投資をするか

を為替相場の変更､金融財政政策に基づ くインフレ､デ7I/など両国でのオーバー

オール調整のいかんにかかわらず､判断しうるからであるOたとえば投資国が (共

通通貨 ドルではかって)為替切上げをし､受入国が為替切下げをし.kとす ると､呈､

ヱ雨財とも皇国では表 2-2(2)にくらベコスト高に･夜b逆にI)圏では安 くなるOしたが

ってA匡lKとって国内投資利潤峯は表 2-2(8)にくらべ墨三両産業で低下 し､逆に海

外投資利潤峯は高まるOそれにもかかわらず｢比較利潤率 ｣格差はいささか も影響

をうけないoつまbX産業か ら海外進出すべきだという結論は常に正しく導きうる

のである｡また右のことは､為替レー トが過大評価 されていると海外直接投資が全

般的に刺激されるし､適に過小評価されていると国内投資と輸出が刺激され'るとい

う関係を物語っている｡
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る比較優位構造を反映するものとしての比叡利潤塞構造の指示する方向に海外直接投資を行なう

べきである｡そうすれば海外直接投資は貿易 と補完的であるばか如 ､ゝ潜在的からダイナトック

を比較優位構造に沿 うように貿易パターンを再編成する促進力として働 きうるのである｡このよ

うな海外直接投資の調和的役割は次のようにたしかめられる｡つまb比戟利潤峯の指示するよう

に直接投資がA国からD国のⅩ産業にだけ向けられると､新 しい比敏優位パターyは表2-2(4)

に示すように在るoこれは表 2-2の直接投資以前の状態に くらぺ比敵優位格差が広められ､D国

のⅩ産業が潜在的比較優位産業から強い国際競争力を備えた輸出産業に転換盲れたことを示す.

このような比較優位樟達のダイナ トソクを変化が生じれば､A国はⅩ産薬へD'国内疲資と生産を

縮小 し､それを輸入産業に転じさせ､ この産業から放出される労働資本を海外直接投資と､今や

比故優位をいっそ う強めたY産業への国内投資とVC坂b向けるようにかbたてられよう｡こうし

て貿易志向塾海外直接投資は､投資臥 受入国双方の産業櫨造高度化に強力に貢献しうるのであ

る｡

アメ7)カ塾a:hL逆貿易志向型の海外直接投資を検討することに進もう̀.p国(アメ7)カのど

ときパイオニア国)とD国(開発途上国 )との間の比敏優位パターンは表2-3(1)のようである

としよう｡それにもかかわらずアメリカ塾では比戟利潤寒は表 2-3(3)のようにをると期待でき

る｡その理由は第-に､アメ1)カ経済が二重輯迄に分裂されておb､Y恵美が寡占構造にあD､

Ⅹ産業など他の価格競争的産業からの参入が阻止されておD､ このため国内投資弄lR閏峯は均等化

せず､Ⅹ産業では5%､Y産業では10%とVlう格差が存在するO第二に､Ⅹ蓬莱は国内でも海

外でも競争体制VCあるから､かDに海外投資を行なうとその利潤轟はA国のそれ と同様12%を

獲得できるものとする｡第三に､Y産美への海外直接投資は､競争体制の下で夜らば､国内投資

よDも低いかネガチブな利潤率 しか本来あげえないはずであるが､それを15%といった国内投

資よDも高い､最高の利潤率をあげると仮定した.これは比較優位構造 とは無関係友比較利潤率

構造であJh､技術優位､製品差別化､優れたマーケティング等々といったなんらかの独占的要因

に基づ くのであるo(18)この場合､P国からD匡lへ トランスフ丁-される資本､技術､経営知識

のパッケージ披､-.･奴的生産要素ではなく､ この独占的企業 に特有を特殊的生産要素なのであるo

注 (18) ｢アメリカの直壊投資を単純に､資本､̀企業者精神､技術の優位 とか海外投資

の高利滴によ1って説明することはできない｡--だが寡占的バーダニyク戦略の分

析によ5'てのみうまく説明できるoJ StePlenHymer'ユ型 ･,p･41･ またこ

うい うグローバルを寡占的戦略を敢行するためqCI0Oパーセン ト支配が強 く固執

されるのである(Ibid.,p.44).
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さて､このような逆貿易志向型においては海外直選投資は､比軟優位の トップに位する寡占的

新製品産其ヱにおいて､国内投資利潤塞 109iよbも高い 15%の利潤率の得 られる海外に向け

られる.他の寡占的競争企業に先がけて､その企業の利潤極大化をhLマーケットシェア拡大の

ために行夜われる｡これはミクロ経済的関心か らは合理的であ.b当然のことといわれるかもしれ

なV,が､マクロ(国民経塀 )的視点からみると決 してそ うではない O

第一に､議論の本質ではないが興味あることに､比較利潤率､すなわち

-せく1

‡ 三三一≒÷
から判断すると､Y産業への海外直接投資は比較的にはⅩ産業よDも有利性が少な

い.むしろⅩ産業への海外投資の方が国民経済全体としては有利であb望ましhoけだしⅩ産業

への海外投資は7%(つまb茎r-_Xd)の利潤寒の増加をもたらすのKY産黄へのそれは5%

(つまbrf-_Yd)の増加しかもたらさないからである0

第二に､海外直接投資がヱ産業について行なわれると､比較生産費は表 2-3(4)のようになる｡

これを直凄投資前のそれ表 2-3(1)とくらべるとP匡lのY産業での強い比敏優位は滅殺されたこと

になりそれだけ翰出は困難になるOこの意味においてこの種の海外直接投資は比較優位構造減殺

的かつ逆転的に働 くのである.

窮三に､アメ1)カにおいて次々に新製品が創造され､次々に新 しいプロダクト･サイクルと海

外信接投資の故が繰b返されていろことはたしかであるOそ して多国籍企業がますます巨大化 し､

独占的なVlL寡占的優位 を永続 し､高利潤 を享受しつづけてVlる｡だが､新製品創造は少をくな

ってきたし､新技術の国際的伝播普及が海外直接投資のおかげできわめて短縮化されてき牽 こと

も事実であるO(19)ァメ1)カ縦帯はこの種海外投資を続けるかぎb新製品(Y産業 )についての

比斬優位を遅かれ早かれ失 うだろうし､伝統的工業 (Ⅹ産業 )については別の理由(-クシャー

-オ1)-ン命題的理由)からすでに比戟俊位を失っている̀oこうして長期的にみるとアメリカは

輸出と国際収支の困難に陥 らざるをえをho一体労働力はどこへ雇用されうるのか｡それは本来

先端成長産業部門であるべきだO ところが実際にはこの部門は国内では雇用機会を余b増加する

注 (19) ｢(アメT)カが )技術革新と組敵力の上で偉大な強みをもっていることは否定

できないOだが最近の膚 くべき現象は技術優位期間がせばめられプロダクト･サイ

クルが短 くなったことだO海外直接投資はこうしたチャt/yジに適応する｣手段で

ある.｣ Hymer,Ibid.,p.44. 同様夜指摘は次にも見出せる.Raymond

vernonl lJFutureoftheMultinationalEnterpriseI打charlesP･Kindle-

berger,ed.,ThelntemationalCorporation,TheM.LT.Press.1970･

pp.386-87.藤原武平太 ･和田和共訳 『多国籍企業』日本生産性本部､ 1971

401-2 ページ0
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ことなく､享っさと海外投資に進出してしまうO結局労働力は､伝統的比戟劣位産業 とサー ビス

部門に吸収されるよbほかに道は残されていかへQそのためには伝統的比戟劣位産業-の保護が

要求され､その部門を本来縮小すべき構造調整は全く閉ざ苫れてしまわざるをえ覆いのであるO

アメリカ療斉がなさねばならなV,ことは第-に､その二重構造､先端成長産業の寡占的体制そ

のものを解消することで怠ければならをVIoそれを解消してすべての産業が価格競争的世界にも

どるようにせねば怠らないO伝統的セクターの資本 ･労働が新成長 セクターへ 自由に移動でき､

両セクターで均等を利潤峯が実現するように再編成すべきである.世界の資源利用 とウエルフェ

アの立場から見ても､独占的なVlL寡占的企業による海外直接投資はいくたのひずみを伴 うもの

であb､望ましいものではあるまい.

第二に､アメリカVCとってさえ繊維､鉄鋼､造船などといった伝統的工業 と細花生産のどとき

農業から､つまb比故劣位産業から海外投資をした方が国民経済的には望ましいはずであるo多

くの学者はそれら産業は海外直凄投資には向か帥 ときめこんでいる(20)ようだが､はなはだ理

解に苦しむ.けだしそれら産業は日本 にとっては有望な海外直接投資の方向であるし､おそらく

数十年前イギリスにとってそ うであっfc(21)はずであ るからであるo Lたがって､すべての海外

直接投資が｢雇用の輸出｣に陥去(22)ゎけでは夜 く､逆貿易志向型投資だけがそ う覆るのであるo

この点を十分に留意し怠ければならない.

注 (20) ｢多国籍企業の優位性は､高度を技術中心の産業と寡占的を統制の容易恵原料

資源中心の産業において一層顕著 となるであろうO製品として成熟し､標準化が進

んでいる産業での多国籍企業の存在はむ しろ薄れてくると予想される.民生用電子

機器やタバコのようを成熟 した産業は､現在多国籍企業の手に支配されてV,るが､

将来VCかいてはその所有権 と構造の両面でよb民族的な方向を志向するようにをる

こともあbえよう｣キンドルバーガー編i邦訳 『多国籍企業 』402ページ｡

(21) たとえばダニンクによる諸研究は､イギ1)スの海外直接投資は古 くから貿易志

向租であったことを物語っている｡そ して彼はイギリスの投資について次のような

興味あるコメン トを出している｡｢おそらくイギT)スは伝統的産菜について海外投

資をやbすぎ､他方新 しい知識産業について国内投資を十分に行をっていない｡｣

Jolm H.Dulming,Sttldiesinlntemationallnvestment'GeorgeAllen

& unwin,London,1970.p.91.おそ らく両種の投資のつbあいをとった増大

が国民経済的VCは望まれるのである｡

(22) ｢アメリカ籍の多国籍企業の敬締役会が､たとえばアメT)カの技術を トランス

77･-するとかアメ])カ人の雇用機会を輸出するという決定を下すことは､その企

業にとっては合理的であD､おそらく賢明な意志決定でさえあろう.だが7メ1)カ

,の国家としての､またアメ1)カ人民の利益は多国籍企業の利益と同一ではない｡ア

メ1)カの政府のアメ1)カ人民に対する責任は､そしてアメ7)カ籍多lj;j兼企業に組み
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4.貿 易政 策 と直接 投 資政 策

一体､,,あくまで自由貿易政策を基本ルールとし海外直接投資の役割をそれに従属せしめるべき

夜のか､それともその逆であるべきであろうかOこれこそ貿易政兼と直接投賢政策の関連を考え

るに当?て間わるべきもっとも重要な問題であるO私としては､以上の理論的検討から明らかに

なっ尭とおD､自由貿易の推進拡大が基本であD､海外直接投資はそれを調和的に補完する春慶

にとどめるべきであD､それ以上であってはなら夜いと考える.

アメI)カ塾多国籍企業の海外投資の決定とやb方は企業としてはその利潤極大化のため合理的

夜ものであb､賢明なことでさえあろうOだが既述のように逆貿易志向型の海外投資披､投資国

の国民経済的発展と大きく矛盾する｡労働者はいまだ国際的に移動が制限されておb､したがっ

て練塀発展と福祉 とは国民経帝単位で遂行されねばならないのである｡海外直接投資は貿易志向

塾のものが推奨されるOそれ雌 資国､受入国双方に有益であD､南北貿易再縮成を促進するの

陀役立つ｡

国際貿易理論は､生産要素のEE:I際間不移動の仮定の下で､いかにして国際分業を含めた国民経

塀的発展を能塞的に実現するか､そ してお互いの繁栄をはかるかを明らかにしようとしている.

↑クシャー-オ.)-I-サミュエルソン命題 (要素賦存比審理翰 )は､い くつかの厳しVl仮定に

立ってであるが､国際間の畢索移動がをくても自由な兜易だけによって､要素価格が国際的に均

等化しうる可能性を証明しているCだが､ある国で資本､技術､経営知識のいずれかが欠けてい

るか不足 してV,るとき､それを国際移動によって補 うこと披､国民経塀的発展を補完 し要素価格

の国際的均等化を促進することになb､大vlに必要である｡それにもかかわらず海外直接投資は

匡l際貿易と貿易政策に従属すべきものであD､そのマスターと75:ってはならないのであるO

だが不幸にして最近の世界における実際の進展は全く逆の望ましくない方向に向いつつあるよ

うに見うけられる.-イマ-はこう督告しているO

｢多国簾企業は､その有利な地位 (大規模､広い視野､新技術 )と有利な環境 (戦後初期にお

けるアメ1)カの巨大夜金準備､ ヨーロッパ共同市場の結成､海外投資の小規模性 )とにめぐまれ

て､世界経帝の構造革命の先兵 と友ったO これからの展開は経済問題とV,うよb拙攻治問題が1.

b強調されることが特色となD､ビジネスにはよb少ない7))--ソトしか残されなくをDそう

-しない貴任は､企業の決定がアメ1)カの労働者と社会にもたらすかもしれない悪vl

イyパク トを無視しては怒らないということである｡｣ NatGoldfinger,甘A
I

LaborViewofForeignlnvestmentandTradelsstleS, Op.Cit･'p.

927.
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だOあつれきは､多国籍企業の支持者たちが指摘するようなナショナ7)ズムとイyクーナショナ

1)ズムの間とか､他の論者たちが韓調するような多国籍企業 と匡民 国家との間に多 く生ずるので

はないoむしろ多国籍企業内､国民国家内の諸グルーブの間で､誰が何を決定し､誰が何を利益

するかにつtnて､あつれきが生 じよう｡すなわち世界市場のシェア争いをする大企業同士で､国

際間を自由に移動できる大企業とそ うでない小企菜や労働者との間で､マネジ.p-の地位を争 う

国籍の逢 う中産階級の間で､一方国の高賃金労働と地方圏の低賃金労働 との間で､さらには同じ

国内で多国簿企業から排除されるグルーブと採用されるエ77ニ トとの間で､あつれきが高まるで

ぁろう｡(23)｣

｢今後十年間､欧 日の企業のアメリカ企業への挑戦は､開発途上国への策動を高めよう｡だが

企業が卑互VC相手国市場に入b込みグローバ ルな視野を展開するにつれ､競争は諸センターの支

配的企業が共同戦線を敷くよう結託するに至ろうO(24)｣

-イマ一によるこのような観測は､価格競争的伝統産業 と寡占的新産業とに分裂されているア

メ1)カ経塀の二重構造が拡延され､世界経書斉全体が二重牌造VC追いやられることを意味する｡巨

大な多国籍企業の特色である規模経済によるコスト引下げ､限界費用で輸出すること､炎晶差別

化､企業内 トランスファー価格､税金避難所､寡占的競争などによって､本来均一であるべき国

際価格といったものはねじまげ られてしまう. このため自由貿易の理論走らびK:政策の妥当性に

ついて幻液がV,だかれるようm:なったし､それ らに対抗するためには｢セカン ド･ベストの政治

経済学｣が必東 25)だと叫ばれるに至った｡

このような方向に進んではならない｡われわれはあらためて､国際貿易を拡大するように海外

直接投資をhL多匡鮪企業活動をいかに従属させ何を賓献させるべきかを間わねばならない.･海

症(23) StephenHymer.'■UnitedStateslnvestmentAbroad,"op.cit.,

pp.30-31.

(24) StephenHymer∴■TheUnitedStates旭 ltinatic血lCorporations
〟

andJapaneseCompetitioninthePacific, apaperpresentedfor

ConferenciadelPacifica,VinadellMar,Chille,Sept.27 -Oct.3,

1970. 次も参照｡ LouisTurner,Invisiblennpire:Multinational

Companie8andthe肋 dernW9T王室,London,1970･ (小満敏訳 『見えざる帝

国』日本経済新聞社､ 1971)

(25) HelenHugheB.〝Tradeand王ndustrializationPolicies:thePolirtical

Ecom)my oftheSecondBestI"apaperpresentedfortheFifthPacific

TradeandDevelopmentConference,Jan･9-13,1973,attheJapan

EconomicResearch Center,
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外直接投資夜VlL多国籍企業酒動の三つの側面がそれぞれ検討評価されねば怠らない.す表わち

(1)受入国で不足している資本､技術､経営知識を補完すること､(2)独占的要因､(3)多種の規模経

済を活用する生産と販売の匡l際化､これである｡

このうち､資本､技術､経営知識の補完とい う第-の側面は､海外直接投資の本来の正しYl機

能であり､ ｢世界の遅れた先進国だけでなく開発途上諸国にとって鮮 変革 と発展の有力な也い

辛(26)｣をのであるOだが海外直接投資臥 とくにアメリカ塾の場合に私 巨大な独占的如 し

寡占的多国籍企業によって行恋われるので､通常独占的要因を含みがちであるO(27)

多国索企業がもつ独占的ないし寡占的行動は､世界資源の浪費をもたらすがゆえに､国内でも

世界的ucも是正され禁止されねばならをい｡海外直接投資の本来の機能を促進し､独占的要因を

削威しと別法らうことこそ､海外投資政策の最大の目標でなければならをhoそしてそれは自由

貿易政策と一致するのであるO海外直凄投資の新 しい役割と機 (28)が､とくに開発途上国-の

投資について､投資から生まれるお互いの便益を極大にするよう､研究され奨励されねばをら夜

いのである｡ このような線に沿 う主要な海外直凌投資政策は次のとときものである｡

(1) 海外直接投資に関するもっとも重要な政策は､いかなる種類の産業から順次､開発途上国

の発展蘭噂にち上うど適応するよう移植してい くべきか という点にあるO外国企業Qj:その私企業

的利益の追求という視点にだけ立ち､受入国の(潜在的 )比較優位構造の全範囲とか､l茎】民経済

荏(26)HarrayG.Johoson.-'TheMultinationalCorporationasaDevelop-

mentAgcntIIIcolumbiaJournalofWorldBusiness,May-June1970,p･1･

(27) ｢多国兼生産企業は開発の遇い手として歓迎されかつ搾取の武器として非難さ

れてきたo｣｢多国無企業と受入国政府の間のあつれきには四つの原因があげ られ

よう｡それは私的なものであb､ために社会的国民的目標 と衝突するOそれは巨大

かつ寡占的であD､ために受入国の利益に反するようK:使われるか もしれない>市場

支配力､パーダニyグ･パワーをもっているOそれは外国のものであD､とくにア

メリカ籍の場合には､外国の国民的利益のために奉仕する｡そしてそれは西洋 (

Western )のものであb､低開発国が必要とするようにデザイン苔れたわけでなめ

性格の､不適切なノウ-ウ､技術､経営慣習､製品といったもq)を トランス7 7-

する.｣ PaulStreeten.■■costsandBenefitsof瓦瓜lltinationalEnter-

prisesinLess-developedCountriesJUJohr)Dumingled･ITheAqultト

nationalEnterprisciq,,GeorgeAllen&Unwin'1971.p.240andp.251.

(28) この点vcついてはチ7)会議でつっこんだ議論が覆された｡次を参照｡

H･W.Am dtl〝EconcmicCooperationinthePacific:A SurrmingUp･机

apaperpresentedforConferenciadelPacifica,VinadelM肝,Chile'
from 27Septembert03October,1970. ならびに PaulStreeten,
Ibid.'pp.251-54.
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的発展言1滴 とか優先順位とかを考慮し夜いきらいがある.こうであってはならをho

この点では逆貿易志向的なアメ1)カ塑投資は大いに非難されて然るべきである.貿易志向的な

日本型投資は､その原則については殆んど非難をこうむっていず､むしろ歓迎されている｡ただ

日本の進出企業のやb方とか行儀とかVCついて反省し､改曹すべき点が鋭 く指摘されているので

あるOしたがって｢穀資家は､所管官庁と臨議して自己の授資が､受入国の億帝社会開発計画 と

その優先順位に申し分をく適合するよう行動すべきである.(29)｣ .また7メ1)カは海外直接投

資を｢般的に統制し削減する必要はなhoむしろ受入国経済にとって適切夜投資であるかどうか

を選別すべきである.これが7メT)カによってをされをいならば､受入国が流入する直接投資を

選別的に統制するのは避け難いことであD､国民噺 的発展の視点からは合理的だとさえV,える

のである｡アメリカ政府がそれを非難するのは行きすぎであろう｡

(2) 資本､技術､経営条[織の一括的直接投資に限ることなく､それらのアン′てッケージ(分割

的)移動をはかるべきであるO資本が不足をら資本導入だけを､技術格差があるなら技術提携だ

けを､経営能力が劣る夜ら経営コントラク トでやるというようにするべきである.けだし一括的

直接投資は 〟飛び地 1'を形成し､独占利潤の温床となbやすい.分割的移植の方が成果をあげる

のに若干余分の時間を必要とするかもしれないが､国民経済的発展に貢献する汲及効果は大きい

のである｡

技術知織は本来自由財であるべきであD､技術革新への刺激を残す程度の報酬さえ与えられれ

ばよいはずであb､(30)独占的帥 し寡占的特別利潤の源泉にされるべきではをい.盛業技術は

公共機関によって開発され､開発途上国の農民に無償で､時には援助さえ出して教えこまれ普及

させられている｡同様なことが製造工業についてなぜ行なわれないかOとまれ開発途上国への技

術 トランスファ-について格別の配慮が与えられるべきである｡

(3)同じ理由から､100%支配よDは､現地資本との合弁企業の方が望ましいo多国籍合弁

企業を設立し､各国がそれぞれ優位をもつ資本か適った技術や経営知識を持ちよるといった方式

がもっとも望ましいであろうO

(4) 非常に高度な技術ではなく､現地経常の要素賦存比峯と余 bかけ離れてVlず､現地でいち

注(29) InternationalChamberofCorrmerce.Guidelinesforlnternational

ⅠⅣestments,Nov.1972.

(30)HarryG.Johnsm･llTheEfficiencyandWelfarelmplicationsof

the∫nternationalCorporation,:CharlesP.Xindleberger,ed.,
Inter凪tionalCorporation,op.cit.,p.36.
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ぽん不足 している少し高い技術を､ 'r飛び地 'J型の巨大企業で夜く､中小企業によって移植する

方がよい.中小企業の方が競争的体制にあるのが普通である.この意味においても､日本型投資

の方が開発途上国への投資W_いっそう適している｡

(5) 技術 トランスファー､労働訓練､雇用増大､外部経帝効果などよb広い波及効果Spilト

Overcffect をもつ産業への投資が優先させらるべきである.また一連Dの特障階級のぜいた

くを満足させるものでなく､｢般大衆の大量消費に役立つ産業への投資を優先させるべきである｡

(6)'天然資源開発につV,では､巨大な変木､卓越 した技術､経営をどうしても必要とするO こ

のため "飛び地 ■■を形成しがちであD､現地労働の活用 という汲及効果も少夜hoそこで問題は

(a)いかに直接投資の報酬を安 くするか､いいかえれば現地開発途上国の取b分をどれ位多くする

かであるoいわゆる product-sha,ri曙 (生産物分与 )方式のきめ方､割合､その変更方法など

十分に究明されねば夜ら夜ho(b閑 地精練､加工をど波及効果を大きくする方策が採 られるべき

である.(cl事前調査や道路､港湾､町づ くDなどインフラストラクチュア塵備に多大な費用がか

かる.オース トラ1)アヤアラスカ､カナダをど先進国での天然資頗開発ではそういう薙用を先進

国政帝が大部分負超してくれるoそれゆえその開発が開発途上国よDも先行する.開発途上国で

の資源開発を促進するVCはそういう費用を先進国からの援助でカバーしてやD､民間企業の負担

を軽減してやるといった､援助と投資の結合が必要であるO(d)天然資源開発は成功度が低いとか

ナショナリゼーションのおそれがあるとか､きわめて1)スキイであるO-方､多数の国蕨企業の

協力による開発が望ましいし､他方､国際機関によるリスク保断 u慶の確立を必要とするO

(7) 海外直接投資の本来の役割が､独占的利潤の永続的源泉となることではなく､受入国の不

足生産要素を補完しゼやることにある以上､所有権の現地経済への漸次的委譲も考えられてよい｡

株式出資は次第に借款に切bかえられてよVIo事前契約による国有化 pre-contractednatio-

nalization つまb所有権を将来現地に委譲する時期 と条件を予め契約した上で､外国企業が投

資をするという方式とか､漸進的委譲 (phasingout)方式とかの､投資引きあげ (divestment)

の合理的方策(31)が真剣に検討されて然るべきである｡

(8) 以上の諸政策のねらいは海外投資をして開発途上国の国民経済的発展によbよく適するも

のにし､かつ低廉にすることであった.これに加えるにもうーっ､南北貿易の再編成と拡大を促

進するとVlう海外投資の役割がある'Oこの点については､先進国のすべての政策が双方EE)の産業

鍾(31) 次を参照｡ Alberto.HirSChman.How toDivestinLatin

Am ericaandW吋? EsSaVSininterna-tionalFinance,No.76,Nov.1969,
PrineetontTniversity.
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構造高度化を促進し､南北貿易の調和的発展を保証するよう統合されねばならない.援助 ･投資､

特恵 ･構造謁並の総合政策が必要とされるのであるO(32)

以上が主要恵海外直接投資政策の問題点であるが､ これとの関連で貿易政策を再考 してみると､

関税 ･非関税のすべての貿易障壁 を撤廃 し､ もって潜在的比較優位を薪見させることが もっとも

必要だ というととになるO第-に､諸貿易障害が存在するがゆえに､その障壁 を乗 bこえその背

後に入 bとんでヽ現地の保護政策から余分の利潤を猿得 しよう(33)というのが､海外底凄投資の

主要な動機の-つであった｡ もっと一般的にいえば､貿易障壁によって高められた市場の不完全

性のゆえに､逆覚易志向型直接投資が刺激され､多国籍企業の野望が支配し､貿易政策がねじま

げ られるのである｡逆 に第二に､先進諸国で開発途上国輸出品への貿易障壁が設けられているが

ゆえに､開発途上国の其の比軟優位がか くされ､必要 とされる貿易志向的直接投資が利益の少を

いもの托され阻害されている｡また先進諸国での構造調登が阻止され､南北貿易再編成が閉ざさ

れている｡

ここで現在のアメリカの対外経簡政策に対する重大なコメy トに到達する｡アメリカの比較優

位は今や農薬 と､飛行機､ コyt='&-メ-など若干の新製品 - それ らも性急 な海外直接投資に

よって比較優位を急速に失おう- だけにあるOアメ1)カは過去の投資からの収益の流入 (1970

年で80億 ドル )で生 きていかねばならないOだから海外投資を増さねば在らないし､アメリカ

国際収支のために必要不可欠だ｡ このように多くのアメ1)カの学者は認めているO(34) これはア

メリカ型海外直接投資のもたらした当然の論理的帰結であるが､そのような事態を是認 しそこに

安住するのはまさにアメリカの敗北主義というべきであろう07メ1)カは他国の貿易 ･資本の自

由化を強要 しているが､自らはその伝統的産業の保護を強めざるをえまい.そ うであってはをら

なVl.アメリカは海外投資で急 くIsl内投資を増強することに よって､伝統的恵美のうち比軟優位

をもつものの競争力を高め､ もっと多くの新鎖晶を創造 し､その輸出増強につ とめる (海外直接

投資にす ぐ進出するので夜く)べきであるOもう-つのアメリカ経塀のジレンマQL 少 しでも雇

注 (32) 次を参照｡小島清 『世界貿易 と多国籍企業』創文社､ 1973､第八寒O

(33) その理論的証明については､字沢弘文｢資本 自由化 と国民権帝｣『ェコノ ミス

ト』1969, 12,23参照｡

(34) 次を参照. C.FredBergBten,''crisisinU.S.TradePolicy,..
For色ignAffairs)July1972Ia血 l.B.KrausellrTheU.S.Economy

andllnternationalTradellapaperpresentedfortheFifthPacific

TradeandDevelopmentConference,J'an.9-13,1973attheJapa.n

EconomicResearchCenter.
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用増加に役立つ よう日本やヨーロッパからの直接投資を歓迎していることであるO日本の対米投

資は若干の特殊夜マイナーをもの(特殊 ジッパーなど)を除けば､親睦産業をビアメ7)カの高Vl

保護障壁 を利する投資しか有利であるまV,Oだとするとそれは､南北貿易再編成をいっそ う阻害

するの忙役立つだけであるO

最後に､｢生産と版売の国際化｣という第五の塾の海外直接投資(35)をどう評価すべきかとい

う問題が残されている.巨大な多国籍企業のグローバ ル･ロジスチックスは､生産における規模

経帝の極大化 (企業の垂直的統合の場合 )や､水平的統合やコングロマ1)ット Conglomerate

による多大の金銭的外部経帝の実現は､合理的なことである｡それは一種の技術的合理性であっ

て､過大な独占利潤の源泉とされない限D､先進国相互間および開発途上国相互間の水平分業､

帥 し私のかねてから主張 している合意的国際分業 (36)を実現するための能塞的を趨V,手 として

その役割は評価されるべきであD､各国はそれに参加し.利益のわけ前にあずかるべきである｡も

とよbr多国籍企業は大規模という力をもってかb野放 しにしてかくこと吐危険である(37)｣ の

で､かれらを自由競争的に行動させるには巨大夜対抗力を必要としようo

国際貿易理論は企業間の分業を市場の力をかDて実現することを究明してきたのに対し､多国

縮企兼は企業内の分業を多数の経営者の協力によって実現しつつある｡(38)後者払 諸国に分散

する各=場ごとに具茂った車種の生産に専念させるとか､各種部品を各匡各工場ごとにそれぞれ

大規模に生産するよう専門化させるO(39)この種の水平分数 水平界易はか互V,に規模経清が達

成できてきわめて有利をのであるが､それを実現するに当っての困難はいかにして特化生産の合

意を取 bつけるかという点にあるo実はこの簡難が多国籍企業によって容易に克服できる｡けだ

しそこでは企業の中枢部の意志決定によ,3てこの種の合意的分業が計画されるからであるOだが

能泰の高い合意分業計画は､貿易障害が全廃され､障善の再設定といった心配の夜いかをb広い

自由貿易地域の中でのみ可能に覆る｡企業の独占的行動は厳格に取締まられねばならをいが､そ

哩 (35) グ7-ノンでさえ､彼のプロダク ト･サイクル ･モデルの外に新 しいモデルが

必要に在ってきたと指摘 している. RaymondVernon.SovereigntyatBay,
TheMultinationalSpreadofU.S.Enterprises,BasicBookslnc.,
1971.pp･107-1121 等見芳治訳 『多国索企業の新展開』ダイヤモン ド社､

1973､123-131ページ.

(36)最新の論相は､前掲′J､島滑 『世界貿易と多lSij籍企業』第一章｡

(37) S叫血enHymer. 'tTheEfficiency(Contradictions)I0fMultinational

corporationBIllAm ericanEconomicReview)May1970･P･448･

(38) Stedlen‡lymer'Ibid.'p.441.

(39) 次のような多国撤企業のロジスチックを念頭においているO｢フォー ド社は欧
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れは統合市場が各蓬莱について複数の企業が競争をたたかわせるほどに十分に大きいならば､自

然の力によって実現されよう｡

もう一つ､新鶴晶につt̂ては､海外直接投資ではをく､先進匡l間の水平貿易の推進がすす めら

れる.新製品の開発は国際分業の再縞成 と世界貿易の新 しいダイナミズムのために必要不可欠だ｡

だが革新を生み出す人的資鯨は世界全体として稀少であるoそこで先進諸国がそれぞれ技術革新

努力を集中する部門を分趣する特化賂定が望ましいように思われるO この種特化臨定ができれば､

ある種の技術革新､その製品の生産 ･輸出は相手国に任亭れるわけであるか ら､自由を貿易が保

証され､海外直接投資の必要はなくなるO任された技術革新について規模経済も実現できる｡革

新のための人的資源が節約できれば､それを開発途上国に適 した技術の開発に振b向けることも

可能 となろう. この種の技術革新特化協定こそが7メリカ型海外直接投資がもたらす悪循環を回

避しうる唯一の解決策ではあるまいかO

結論として､海外直接投資ないし多国籍企業活動は貿易志向塾であるべきであD､自由貿易政

策に従属すべきものであることを､重ねて強調しておきたい｡ こうであってはじめて､先進国と

開発途上国の間の､また先進国相互間の国際分業の再編成 と貿易拡大とに貢献できるのである｡

国際投資審尋40)といったものもこの線に沿って案出され実現 されねばなら帥 O

づ州全土の自社の自動車生産のためにオランダでフェダースチールをつ くっておD､米

国の組立工場で使用するために ドイツで トラクターの部分品をつ くD､英国でコンパ

クト･カーのエンジンをつ くっている.｣前掲､ ヴ7-ノン著､笹見訳 『多国籍企業

の新展開』134ページ｡

(40) 次を参照.ThePacificBasinCharteronInternational∫nvestments,
PBEC,May19,1972andGlユidelinesforlnternatiomlInvestments'
InternationalChamberofCommerce,29Nov.ユ972. 日本商工会議所 ｢国際

投資葱章について- 国際的企業-の提言- ｣19720

-153-




